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担　      当

指摘事項

　 まちづくり推進部まちづくり推進政策課　（電話214-4494　内3720）　
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イ　岐阜市物品管理規則第14条は、「物
品取扱員は、物品の納入があったとき
は、その契約条件の充足等につき検査の
うえ受領し、支出命令書又は注文書兼請
求内訳書の検収欄に認印を押さなければ
ならない。」と規定している。
　しかしながら、公共建築整備課及び公
共建築保全課では、物品の納入があった
とき物品取扱員に任命されていない職員
が検収し、検収欄に認印を押しているも
のがあった。

　今後は、地方自治法施行令及び岐阜市
物品管理規則を遵守し、適正な財務会計
事務の執行に努められたい。

　岐阜市物品管理規則に基づき、物品の納入時は、任命している
物品取扱員が検収し押印欄の認印を押すことを徹底しました。

　住宅使用料の未収金は、令和3年3月末現在、現年度50,601,230
円、過年度48,695,821円です。
　高額滞納者に対して内容証明による納付催告を行い、面談のうえ
納付誓約等を実施しております。
　さらに、納付意識が低く、誠意を示さない滞納者1名に対して、住
宅の明渡と滞納家賃の支払いを求めて訴訟を提起し、未収金の回
収に努めております。

１　未収金の回収について
　住宅使用料の収入未済額は、令和元年
度末で54,375,531円である。令和2年8月
末現在では、過年度未収金が50,661,931
円である。
　今後とも、過年度未収金の早期回収に
努めることはもとより、現年度未収金の
早期回収を図ることで過年度未収金の発
生を抑制するように努力されたい。

２　適正な財務会計事務の執行について
ア　地方自治法施行令第168条の5は、
「指定金融機関を定めている普通地方公
共団体において、会計管理者が現金を直
接収納したときは、速やかに、これを指
定金融機関、指定代理金融機関又は収納
代理金融機関に払い込まなければならな
い。」と規定するが、本市においては、
「速やかに」を「原則としてその日中」
と解して運用している。
　しかしながら、建築指導課の公文書複
写代について、例外的事由が認められな
いにもかかわらず、収納したその日に払
込みをしていない事例が見受けられた。

　担当職員の不在時に速やかに納付できなかった日があったた
め、担当職員を１名から３名に増員し、速やかに納付するようにしま
した。
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３　適正な事務執行について
　公益的法人等への一般職の地方公務員
の派遣等に関する法律（以下「派遣法」
という。）第6条は、派遣職員には給与
は支給しないものの、同条第2項で一定
の場合には条例で定めるところにより給
与を支給することができる旨規定してい
る。この規定を受け、岐阜市公益的法人
等への職員の派遣等に関する条例第4条
は、派遣職員の給与のうち、給料、扶養
手当、地域手当、住居手当及び期末手当
については、市が支給することができる
旨規定している。
　また、派遣法第6条の解釈について、
裁判例は、派遣職員に対する給与の支給
について、派遣法第6条第2項以外の方法
による派遣元の給与支給は許されないと
解するのが相当であり、派遣先の法人に
対して派遣職員の人件費に充てるために
補助金又は委託料を交付することは派遣
法第6条第2項の趣旨を潜脱するものとし
ている。（最高裁H24.4.20判決、大阪高
裁H21.11.27判決）
　しかしながら、令和元年度に岐阜市に
ぎわいまち公社と締結していた、中心市
街地活性化推進事業、リノベーションス
クール事業及びぎふ信長楽市運営にかか
る委託契約については、その委託料に派
遣職員の人件費として具体的な金額が積
算されており、その金額で契約が締結さ
れていた。
　したがって、派遣法の趣旨を遵守し、
適正な事務執行に努められたい。

　岐阜市にぎわいまち公社への職員派遣は令和元年度で終了
しております。
　今後、同様の派遣を行う場合は、適正な事務執行に努めま
す。


